
１． 事業の概要 

１．１ 事業の概要 

CLT 建築物等普及促進事業は、CLT（直交集成板）等を活用した建築物の普及の課題や解

決策を見い出し、さらにはそのような事例を全国的に波及させることにより、CLT の加速的

普及を図ることを目的としている。 

このため、本事業は、コストや耐震・居住性能、施工性に優れた CLT の多様な活用事例を

全国各地に創出する観点から、CLT を活用した普及性や先駆性が高い建築物等の設計・建築

等の実証についての提案を募り、その過程により、新たな発想等を引き出すとともに、普及

のための課題点やその解決方法を明らかにし、具体的な需要につなげることを目的としてい

る。 

木構造振興（株）（以下、「木構振」という。）と（公財）日本住宅・木材技術センター

（以下、「住木センター」という。）は、募集要領に基づき共同で CLTを活用した建築物の設

計・建築等の事業を募集し、実証性の高い優れた提案を選定した。実証事業の実施に当たっ

ては、木構振が別に定める助成金交付規程によりその事業経費の 3/10 または 1/2を上限に

助成を行った。事業の進行に当たっては、有識者により構成された「CLTを活用した建築物

等実証事業検討委員会（以下、検討委員会という。）」を設置し、事業の進行方法、応募され

た実証事業の審査、現地調査、事業取りまとめ等に関して意見を得た。 

１．２ 公募の概要 

公募に当たっては、都道府県木材関係部局、住宅関係部局、木材試験研究機関、木材・木

造住宅関係団体等を通じて募集案内を行うとともに、住木センターホームページ等を通じて

募集を行った。公募によって 28 件の応募があり、その中から 15件を採択し、事業を実施し

た。公募の内容は以下のとおり。 

（１）公募する実証事業の内容

 CLT 等を活用した建築物の設計・建築等を対象とする。また、提案する事業は、次の全

ての要件に該当するものであることが必要である。 

１）CLT 等を活用した先駆的な建築物を建築もしくは設計するもの。なお、次の項目

についても該当範囲内とする。 

ｱ. CLT 等を部分的に利用するもの。

ｲ. 工作物等を建築するもの。

２）実証する内容が明確であるもの。

３）実証する内容を、協議会によって検討するもの。

本事業でいう「協議会」とは、提案する建築物等の建築に向けて、コスト縮減や普

及といった課題の解決に取り組むために必要な関係者が集まる場のことを指す。協議

会の形態は、必ずしも法人格を有する団体、法人格のない団体（いわゆる任意団体）

である必要はない。 

４）提案した実証事業を、原則として平成 29 年 3 月末までに完了できるもの。
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ただし、本事業は財政法第 14 条の３の規定により、翌年度に繰り越して使用する

ことが可能な経費に計上されており、財務大臣の承認があった場合、最長で平成 30 年

2 月末まで提案した実証事業を実施することができる。 

５）提案した実証内容、平成 29 年 3 月末までに着手できるもの。 

６）資金計画が明確になっているもの。 

（２）応募資格者 

応募者は、建築主等と協議会運営者の連名とする。建築主等と協議会運営者が同じ

場合は単独とする。 

１）建築主等 

建築主等とは、提案する建築物等の建築費等を支出する者。実証事業内容が建築物

の建築に至らないものは、提案内容を主体的に実施する者であって事業経費を負担す

る者。 

２）協議会運営者 

提案事業の進行管理を行うなど協議会を取りまとめる者。 

（３）公募する事業の種類 

 公募する実証事業の種類は次のいずれか（組み合わせても可）とする。ただし、実

証しようとする内容のみを助成対象とする。 

１）建築物の建築実証（助成率 3/10） 

例）CLT 等を利用した建築物を建築することにより、コスト縮減や施工方法の課題

等を検討・確認するもの。 

２）建築物の設計実証（助成率 3/10） 

例）CLT を構造体として使用する建築物を設計するために、CLT 関連告示による仕

様を実践、確認するもの。 

３）部材の性能実証等（助成率 1/2） 

例）CLT 等を利用した建築物を設計・施工するために必要な構造、防耐火、遮音、

断熱、耐久性等の性能試験を行うもの。 

（４）助成率の特例 

検討委員会の審査結果を踏まえ、木構振および住木センターが以下のいずれかに該当す

ると認めたものは、提案する実証事業に係る助成率の上限を 1/2 とする。 
ｱ．提案建築物が中層以上（概ね４階以上）または中大規模建築物（概ね延べ面積

300 ㎡以上）である場合。ただし、CLT 等を構造部材として使用または他の構造部

材と併用するものに限る。 
ｲ．熊本県内に建築する場合。 

（５）事業規模 

助成額（国庫補助金額）として 835,000,000 円 。採択事業数の目安は 14 件程度。 

（６）提案事業公募期間 

平成 28 年 11 月 9 日（水）～平成 28 年 12 月 6 日（火）13 時 （書類必着）  
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１．３ 各実証事業の概要と事業の実施 

１．３．１ 各実証事業の概要 

 実施した 15件の実証事業の概要は表 1.3.1のとおり。平成 29年度までに建築したものが

9件、設計等までを対象としたものが 6件と建築実証が多かった。CLT建築物においては平

成 28年 4月の CLT 関連告示の施行以降、設計のハードルは下がってきており、施工の実績

も増えている。本事業の特徴は協議会運営を必須とし、CLT の普及を各地元でのタテ展開に

期待することとしている。実証事業実施者は複数の立場の協力者から成る協議会を形成し、

検討する内容を明確にし、複数回の会議が重ねられた。本事業において検討した内容が、同

じ協議会メンバーの別事業や、また別のメンバーを含めた事業へと発展していくことが期待

される。地域での情報共有やノウハウ蓄積にも役立つものと考えられる。 

 各実証事業での CLTの使い方と、実証により得られた成果の抜粋を以下に記す。 

 

（１）株式会社三菱地所設計／株式会社竹中工務店 

鉄骨造の 10階建て共同住宅の床および耐震壁に CLT を使用する計画である。部分利用と

は言え、これまで実証事業で行ってきた建築物の中でも特に大きな部類である。高層である

ため 2時間耐火構造が要求され、その仕様検討や、床の遮音性能確保、鉄骨梁と CLT 床の接

合部検討などを実施した。 

（２）株式会社平吹設計事務所 

 CLTパネル工法の 2階建て長屋の計画である。CLT 現しの意匠性の観点から、既存のドリ

フトピン接合金物を CLTパネル工法に適用する計画とし、接合部試験を実施して設計に活か

した。 

（３）医療法人社団三成会／藤寿産業株式会社 

3階建て介護老人保健施設を木造ラーメン工法により建築し、CLTを壁、床に活用してい

る。2階と 3階で CLT床の仕様を変え、遮音性能測定によって検証した。新たな鋳鉄金物や

大版 CLTパネルの施工性についても検証した。 

（４）エーユーエム構造設計株式会社／株式会社まちもり 

鉄骨造の 3 階建て事務所に CLT 床を組み込む計画である。当初は耐震壁としての CLT 利用

も検討していたが、現時点では二次壁としての利用としている。集成材リブ付 CLT床パネル

の性能を実験により確認し、鉄骨造で用いられる 6m スパンにも対応可能な床版の開発を行

った。 

（５）株式会社匠パートナーズ／弁護士法人匠総合法律事務所 

CLTパネル工法による平屋建ての倉庫である。当初、標準的な CLT パネル工法による構造

を計画していたが、予想以上に建築費がかさみ、CLT 使用部分を構造耐力上必要な部分のみ

に限定して非耐力部分を軸組構造併用として設計し直した結果、大幅なコストダウンに繋が

った。 

（６）有限会社シンタニ／一級建築士事務所 平井政俊建築設計事務所 

都市部の不整形・狭小地に建築された 3階建ての CLT パネル工法による店舗付住宅であ

る。傾斜地を考慮した傾斜床パネルやステップフロアなど、大胆な設計となっている。不整
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形地を最大限活用するため通常矩形利用の CLTパネルを不整形パネルとして利用しているた

め、各接合部への負担が大きく接合金物費が増大するという課題も見られた。 

（７）株式会社中東／株式会社 SALHAUS一級建築士事務所 

集成材による柱・梁構造に CLT を耐力壁として組み込んだ工場の建築である。CLTは耐風

梁としても採用している。同規模の集成材軸組構造（筋かい耐力壁）の工場を建設済みのた

め、施工性、コスト等の比較についても行った。コスト比較は鉄骨造についても行い、一定

の評価を得た。 

（８）松栄建設株式会社／一般社団法人 YUCACOシステム研究会 

CLTパネル工法による 2階建て事務所の建築である。通常の告示金物使用棟、新規の長尺

ビス金物使用棟を在来構法棟でつなぎ、それぞれの施工性を検証した。また、CLT建築では

ほとんど行われていない温熱環境測定について詳細に行った。 

（９）なかむら建設株式会社／松阪木材株式会社 

木造軸組構法の平屋建て事務所に耐力壁として CLT を組み込んだものの建築である。3層

3プライ、60mmの比較的薄い CLTパネルを用いているのが特徴で、取り回しが非常によいと

のこと。検討した壁仕様での壁倍率試験を行い今回は許容応力度計算により設計したが、今

後大臣認定を取得して汎用化を目指している。 

（１０）兵庫県森林組合連合会／株式会社地域計画建築研究所 

5階建て事務所の計画である。事務所ビルのような壁が少なく大空間とする条件で CLT パ

ネル工法および集成材柱・梁や RC造との併用も含めて複数案検討を行い、CLT パネル工法

において柱・梁を集成材とする基本設計案を確立した。その後の実施設計プロポーザル（実

証事業外）において鉄骨造＋CLTのハイブリット案が出され、改めて比較検討した結果、単

に木材使用量を増やすことにこだわらず総合的な森林資源活用の観点から鉄骨とのハイブリ

ッド案が採択されたとのことである。 

（１１）ライフデザイン・カバヤ株式会社 

3階建て事務所の CLTパネル工法による建築である。ショールームとしての利用もあるこ

とから意匠性を考慮して大きくキャンチレバーさせた大胆な設計である。当初すべてを CLT

パネル工法で計画していたが、CLT パネルの厚さや垂れ壁が増大することから鉄骨梁との併

用に方向転換し、設計の自由度が大幅に増した。施工方法についても複数検討し、詳細なレ

ポートにまとめた。 

（１２）社会福祉法人光志福祉会／島田治男建築設計事務所 

2階建ての福祉施設の建築である。1階を RC 造、2階を CLT パネル工法としている。作業

空間を含み広いスペースが必要な 1 階は RC 造、居室を多く配置する 2階は CLT パネル工法

とした。協議会において山側とも連携し、地域材ラミナの供給ルートを確保した。 

（１３）社会福祉法人代医会／株式会社太宏設計事務所 

CLTパネル工法による平屋建ての介護老人施設の建築である。大版パネル工法を採用し、

CLT製造コスト、施工コストについて小幅パネル工法と比較した。本実証では敷地に余裕の

ある現場であったことから大版パネルの利点を有効に生かしコストダウンに繋がった。 

（１４）株式会社吉高綜合設計 
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枠組壁工法の 3階建て共同住宅の床に CLT を構造利用する計画である。平成 29 年 9 月に

施行された枠組壁工法告示への CLT の追加を踏まえたものである。共同住宅としての利用で

は床の遮音性能は重要であり、枠組壁工法＋CLT 床のディテールについて海外事例も参考に

検討を行った。 

（１５）三菱地所株式会社／株式会社日建設計 

沖縄の離島の空港旅客取扱施設への CLT 屋根の採用計画である。製造、運搬上の制約から

CLT サイズを 2×4m としたため、これを GIR 接合によって長さ方向に伸長し、さらに厚さ方

向に直交して重ねて CLT フラットスラブとしている。このような利用方法は前例がなく、入

念な試験実施により性能を確認し、設計に落とし込んだ。 

 

事業の実施に当たっては、別途規定した「CLT建築物等普及促進事業のうち協議会が取り

組む実証的建築支援事業 助成金交付規程」「CLT建築物等普及促進事業のうち協議会が取

り組む実証的建築支援事業 実施手続き」に沿って行った。各実証事業は助成金交付申請書

の承認日から実施し、平成30年2月末日までに終了した。 

また、実施事業の成果は東京会場または大阪会場での成果報告会で報告した。成果報告会

の開催概要は以下のとおり。成果報告会においては、本事業成果の普及を目的に「CLT 建築

事例集」「CLT 接合部強度データ集」を作成・配布すると共に、事例紹介のパネル、建築模

型についても作製・展示した。 

 

【東京会場】 

開催日：平成 30 年 3 月 8日（金） 11:00～16:30 

会 場：すまい・るホール（東京都文京区後楽 1-4-10）  

参加者：277 人 

 

【大阪会場】 

開催日：平成 30 年 3 月 12 日（月） 13:00～17:20 

会 場：グランキューブ大阪 会議室 1202（大阪府大阪市北区中之島 5-3-51）  

参加者：177 人 
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（９）なかむら建設株式会社／松阪木材株式会社 

木造軸組構法の平屋建て事務所に耐力壁として CLT を組み込んだものの建築である。3層

3プライ、60mmの比較的薄い CLTパネルを用いているのが特徴で、取り回しが非常によいと

のこと。検討した壁仕様での壁倍率試験を行い今回は許容応力度計算により設計したが、今

後大臣認定を取得して汎用化を目指している。 

（１０）兵庫県森林組合連合会／株式会社地域計画建築研究所 

5階建て事務所の計画である。事務所ビルのような壁が少なく大空間とする条件で CLTパ

ネル工法および集成材柱・梁や RC造との併用も含めて複数案検討を行い、CLT パネル工法

において柱・梁を集成材とする基本設計案を確立した。その後の実施設計プロポーザル（実

証事業外）において鉄骨造＋CLTのハイブリット案が出され、改めて比較検討した結果、単

に木材使用量を増やすことにこだわらず総合的な森林資源活用の観点から鉄骨とのハイブリ

ッド案が採択されたとのことである。 

（１１）ライフデザイン・カバヤ株式会社 

3階建て事務所の CLTパネル工法による建築である。ショールームとしての利用もあるこ

とから意匠性を考慮して大きくキャンチレバーさせた大胆な設計である。当初すべてを CLT

パネル工法で計画していたが、CLT パネルの厚さや垂れ壁が増大することから鉄骨梁との併

用に方向転換し、設計の自由度が大幅に増した。施工方法についても複数検討し、詳細なレ

ポートにまとめた。 

（１２）社会福祉法人光志福祉会／島田治男建築設計事務所 

2階建ての福祉施設の建築である。1階を RC 造、2階を CLT パネル工法としている。作業

空間を含み広いスペースが必要な 1階は RC 造、居室を多く配置する 2階は CLT パネル工法

とした。協議会において山側とも連携し、地域材ラミナの供給ルートを確保した。 

（１３）社会福祉法人代医会／株式会社太宏設計事務所 

CLT パネル工法による平屋建ての介護老人施設の建築である。大版パネル工法を採用し、

CLT 製造コスト、施工コストについて小幅パネル工法と比較した。本実証では敷地に余裕の

ある現場であったことから大版パネルの利点を有効に生かしコストダウンに繋がった。 

（１４）株式会社吉高綜合設計 
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表1.3.1　平成28年度補正　CLT建築物等普及促進　協議会が取り組む実証的建築支援事業　実施者一覧

番号
（都道府
県順）

応募者名
（建築主等）

応募者名
（協議会運営者）

応募事業名
実証の種

類
使用材料

CLT等の
主な使用

方法
実証した内容 建設地

建築物概要
（予定を含む）

得られた成果等 担当者氏名

1
株式会社三菱地所設計
取締役社長　林 総一郎

株式会社竹中工務店
東北支店
支店長　野村 篤

（仮称）仙台市泉区高森
２丁目プロジェクト（高層
集合住宅）の設計・性能
実証

設計、性
能

CLT 構造体

高層集合住宅の構造床として設計する場
合の重量床衝撃音性能を改善する防振
仕様および梁－CLT接合方法等について
構造・耐火実験や解析を通じて検討を
行った。また、CLT耐震壁としての利用で
は作業所での施工性を考慮した接合方法
を考案し、その構造性能を確認した。併せ
てCLT部分利用の設計・施工手法の汎用
化・合理化の検討を行った。

宮城県仙
台市

用途：共同住宅
構造：S造＋CLT床（ﾙｰﾄ3）
階数：10階建て
延べ面積：3604.79㎡
工事種別：新築
竣工年月：H31.2（予定）

・CLT 床（2時間耐火構造）の耐火
被覆仕様を検討した。
・重量床衝撃音性能値に応じた防
振仕様を検討した。
・鉄骨造梁等とCLTの床および耐震
壁を一体化する接合部方法を検討
した。

株式会社竹中工務店木
造・木質建築推進本部
小林 道和
TEL：03-6810-5690

2
株式会社　平吹設計事
務所
代表取締役　齋藤 勉

株式会社　平吹設計事
務所
代表取締役　齋藤 勉

板垣商店三日町アパー
ト新築工事の設計・性
能実証

設計、性
能

CLT 構造体

共同住宅施設をCLT告示仕様で設計する
が、現状では接合部データが不足してお
り、実験により構造特性値を確認した。協
議会において、接合部の最適納まり等を
議論し、汎用性、低コスト性、内部現しで
のＣＬＴの使用を検討した。

山形県山
形市

用途：長屋
構造：CLTﾊﾟﾈﾙ工法（ﾙｰﾄ1）
階数：2階建て
延べ面積：414.46㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.9（予定）

・CLTパネル工法のルート1の接合
金物で、隠蔽に対応できる金物を開
発し、各金物の性能及び構造特性
を確認した。
・CLT パネル現しに対応できる金物
の普及に向けて、製品開発の参考
資料となった。

株式会社平吹設計事務
所
門間 峰昭
TEL：023-666-7111

3
医療法人社団　三成会
理事長　渡邉 一夫

藤寿産業株式会社
代表取締役　蔭山 寿一

（仮称）南東北春日デイ
サービス新築工事の建
築実証及び設計実証

建築、設
計

CLT、鋳
鉄を用い
た柱脚金
物

構造体、
部位・部
品（階段）

集成材ラーメン構造の３階建てでＣＬＴ床
パネル及び壁パネルを使用した。協議会
では、水平構面の剛性を持たせたＣＬＴ床
パネルの施工性、コスト、遮音性、接合方
法を議論し２タイプの床仕様を決定し、性
能比較を行った。また、柱脚金物において
鋳鉄素材を用いて、柱巾に拘らず１種類
の規格のみで納めることの出来る新規の
金物を使用した。

福島県須
賀川市

用途：病院（介護老人保健施設）
構造：木造ﾗｰﾒﾝ工法＋CLT壁・
床（ﾙｰﾄ1）
階数：3階建て
延べ面積：1309.45㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.2

・木造３階建て建築物でＣＬＴパネル
を床に用いた場合の遮音性能測定
データを得た。
・大判のＣＬＴ床パネルで施工する
納まりや施工手法を検討した。
・柱脚金物の施工状況を検討した。

藤寿産業株式会社
渡邉 宏
TEL：024-944-7550

4
エーユーエム構造設計
株式会社
代表取締役　濱尾 博文

株式会社まちもり
代表取締役　濱尾 博文

AUM社屋増築工事の
設計及び部材性能実証

設計、性
能

CLT 構造体

本計画案は、鉄骨フレームにＣＬＴ壁パネ
ル・床版を組み合わせた複合構造とした。
鉄骨造の弱点である地震時や暴風時の
揺れをＣＬＴ壁パネルにより改善し、軽量
なＣＬＴ床版の採用による建物軽量化と合
わせて、優れた耐震居住性の実現と経済
設計を両立させた構造システムを検討し
た。

福島県郡
山市

用途：事務所
構造：S造＋CLT床（・2次壁）（ﾙｰ
ﾄ1）
階数：3階建て
延べ面積：310.77㎡
工事種別：増築
竣工年月：H30.12（予定）

・CLT 床パネルと鋼構造水平構面
の各接合部の強度データの収集お
よび設計式の妥当性を確認した。
・リブ付きCLT床パネル工法は、鉄
骨造建築では標準的に用いられる
６m 以上のスパンにも対応できるた
め、床パネル工法として高い汎用性
が期待される。

株式会社まちもり
佐川 和佳子
TEL：024-933-6566

5
株式会社匠パートナー
ズ
代表取締役　秋野 理恵

弁護士法人匠総合法律
事務所
代表社員　秋野 卓生

「南房総千倉CLT収納
庫」プロジェクト

建築、設
計

CLT 構造体

CLT建築の低コスト化を協議会にて検討
した。接合部金物の種類やCLTパネルの
使用方法を検討し、コストダウンを図っ
た。CLTパネル工法の建築物であるが、
CLTの使用箇所を構造上必要最小限に
留め、外周部は在来軸組とすることで大
幅なコストダウンに繋がった。

千葉県南
房総市

用途：倉庫
構造：CLTﾊﾟﾈﾙ工法（ﾙｰﾄ1）
階数：平屋建て
延べ面積：149.06㎡
工事種別：新築
竣工年月：H29.12

・構造耐力上最小限のCLTパネル
の使用と非耐力部分の在来軸組併
用により省コスト化を実証した。
・CLTの施工精度の確保のための
治具使用の工夫などにより工期短
縮と省コスト化を実証した。

弁護士法人匠総合法律
事務所
秋野 卓生
TEL：03-5212-3931

-
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6
有限会社　シンタニ
代表取締役　新谷 修

一級建築士事務所　平
井政俊建築設計事務所
代表　平井 政俊

(仮称)代官山猿楽町プ
ロジェクト新築工事の建
築実証・設計実証

建築、設
計

CLT 構造体

現在都市部にある狭小地や不整形な敷
地に対応したようなCLT建築は存在して
いない。都市部に存在する多くの狭小地・
不整形地におけるCLT建築物の先導的役
割や都市型木造建築の新たな可能性を
目指し、CLT関連告示を用いた1時間準耐
火構造の3階建て店舗付住宅を設計・建
築実証した。

東京都渋
谷区

用途：店舗＋事務所＋住宅
構造：CLTﾊﾟﾈﾙ工法+RC地下
（ﾙｰﾄ2）
階数：地上3階、地下1階
延べ面積：179.58㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.6（予定）

・矩形パネル形状の事例が多い
CLT建築物の中で、不整形な敷地
形状に合わせた台形パネルの使用
が十分可能であることを示した。
・傾斜床パネルやステップフロアな
どCLTの使用方法としてこれまでに
ない新たな事例となった。

一級建築士事務所
平井政俊建築設計事務
所
北村 一真
TEL：03-5708-5806

7
株式会社中東
代表取締役社長
小坂 勇治

株式会社SALHAUS一
級建築士事務所
代表取締役
日野 雅司・栃澤 麻利
・安原 幹

(株)中東　構造用集成
材製造工場新築工事の
建築実証

建築、設
計、性能

CLT 構造体

工場など大空間建築へのCLTの利用を促
進するため、約4mと高さの高いCLT耐力
壁パネルの部材性能実験実証、設計実
証、施工実証を行った。構造設計上、採
用しやすい架構として柱梁方式とした。既
存の工場とほぼ同じ形状、構造形式の新
工場をCLT耐力壁を用いて新築すること
で、既存工場との施工性やコストの比較
を行い、今後は室内居住性比較も行う。

石川県能
美市

用途：工場
構造：集成材等建築物＋CLT耐
力壁（ﾙｰﾄ1）
階数：平屋建て
延べ面積：1993.82㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.3

・大規模施設への大きなCLT壁パネ
ルについて実験データ、ディテール
リストを今後参照可能な情報として
まとめた。
・本事業と既存工場（集成材軸組＋
筋交い）、鉄骨造を想定した建築と
のコスト比較を行った。

株式会社SALHAUS一
級建築士事務所
日野 雅司
TEL：03-3498-4222

8
松栄建設株式会社
代表取締役　松村 一志

一般社団法人
YUCACOシステム研究
会
代表理事　坂本 雄三

松栄建設本社・高性能
CLTオフィス建築の実
証事業

建築、設
計、性能

CLT 構造体

松栄建設本社の社屋をCLT告示仕様で
設計し、建設した。接合金物として、新た
に長尺スクリューと簡易型接合金物を採
用し、省力化とコスト縮減効果について検
証した。また、CLT建築に適した断熱・気
密方法と省エネ空調設備を検討・設計し、
それらの性能の実測検証を行った。

福井県坂
井市

用途：事務所
構造：CLTﾊﾟﾈﾙ工法（ﾙｰﾄ1）
階数：2階建て
延べ面積：408㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.1

・長尺スクリュー接合仕様の接合部
データを取得した。
・長尺スクリュー接合工法及び告示
金物工法を用いて建物を建設し、施
工性を比較した。
・CLT 建築の気密性能を実測し、
CLT の工法自体に大きな問題はな
いことを確認した。

松栄建設株式会社
由比 浩夫
TEL：0776-51-0600

9
なかむら建設株式会社
代表取締役　中村 貴司

松阪木材株式会社
代表取締役　村林 稔

なかむら建設㈱明和事
務所新築工事の建築実
証

建築、設
計、性能

CLT 構造体

なかむら建設㈱施設計画において、
60mm厚CLTを在来木造の耐力壁として
設計した。壁倍率認定を取得し、一般建
材として広く流通させるための、サイズや
サネ形状について協議会において議論
し、汎用性を高め広くCLTを普及させるこ
とを検討した。併せて、60mm厚を活かし
た、耐火被覆材としての可能性を検証し
た。

三重県多
気郡明和
町

用途：事務所
構造：木造軸組構法＋CLT耐力
壁（ﾙｰﾄ1）
階数：平屋建て
延べ面積：240.14㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.3（予定）

・CLT のサイズ・加工によるサネ形
状・金物の仕様を検討した。
・CLTを面材使用した壁倍率試験を
実施し、実験値として壁倍率5.5 相
当(低減率は考慮せず）を得た。今
後大臣認定取得により壁量計算に
て使用可。

松阪木材株式会社
大道寺 聡
TEL：0598-20-1122

10
兵庫県森林組合連合会
代表理事会長
石堂 則本

株式会社地域計画建築
研究所　大阪事務所
大阪事務所長　中塚 一

兵庫県林業会館新築工
事の建築実証

設計、性
能

CLT

構造体、
部位・部
品（間仕
切壁）

ＣＬＴ構造建築物とするために、国交省告
示第611号の部材仕様、構造計算方法に
基づく構造計算の実施およびＣＬＴを用い
た床材の耐火性能の実験による性能評
価を行い、大臣認定の取得を行った。ま
た、今後の普及につながるコスト縮減方
策、環境性能や地域貢献性（森林還元率
など）についても評価できるよう設計検証
を行った。

兵庫県神
戸市

用途：事務所
構造：S造＋CLT、1階RC造（ﾙｰﾄ
3）
階数：5階建て
延べ面積：1509.94㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.12（予定）

・CLT 床の２時間耐火の検証を行っ
た。
・普及可能性の高いCLT の中高層
建築物について、各構造形式の比
較により明らかにした。

株式会社地域計画建築
研究所　大阪事務所
中川 貴美子
TEL：06-6205-3600

-
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11
ライフデザイン・カバヤ
株式会社
代表取締役　野津 基弘

同左
ライフデザイン・カバヤ
㈱福山支店新築工事の
建築実証

建築 CLT 構造体

現在、CLTを用いた建築物で、大きくキャ
ンチレバーをさせている国内事例が少なく
設計・施工方法のデータが不足している。
今回、CLT告示仕様(ルート3)を用いる事
により、CLTを使用し大きくキャンチレバー
をさせている意匠を用い、設計・施工方法
を議論し汎用性、低コスト性を検討した。

広島県福
山市

用途：事務所
構造：CLTﾊﾟﾈﾙ工法＋鉄骨梁
（ﾙｰﾄ3）
階数：3階建て
延べ面積：786.91㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.4（予定）

・CLT パネル＋鉄骨梁（ルート３）の
採用により、CLT の使用量とコスト
バランスを検討した。
・鉄骨梁勝ち＋CLT 壁柱架構という
新しい構造形式を検証し、自由なプ
ランニングと開放的な空間が可能と
なった。

ライフデザイン・カバヤ
株式会社
特建事業部　平田 拓也
TEL：086-246-6663

12
社会福祉法人　光志福
祉会
理事長　喜井 規光

島田治男建築設計事務
所
島田 治男

（仮称）CLTを用いた中
規模福祉施設への提案
- ネムの木グループ
ホーム円座新築工事

建築、設
計

CLT 構造体

福祉施設の木造化を推進するにあたり、1
階をRC造とし2階をCLT構造による建物と
することによって、福祉施設で必要とされ
る室用途に合わせた空間設計の実証を
行った。また、香川県産材をいかに効率よ
く使えるか、山側からの供給体制も含め
模索し実証した。

香川県高
松市

用途：グループホーム兼デイサー
ビス
構造：RC造＋CLTﾊﾟﾈﾙ工法（ﾙｰ
ﾄ2）
階数：2階建て
延べ面積：982.05㎡
工事種別：新築
竣工年月：H30.1

・福祉施設のような居室を多く含む
建物計画において、RCとの混構造
によって経済性と機能性を両立した
CLT 建築を実証した。
・香川県内の木材集材手法、年間
伐採搬出集材についてまとめ、県
産材利用を模索した。

島田治男建築設計事務
所
島田 治男
TEL：0877-49-2201

13
社会福祉法人　代医会
理事長　保田 周一

株式会社　太宏設計事
務所
代表取締役　福島 正継

介護老人保健施設八祥
苑新築工事の建築実証

建築、設
計

CLT 構造体

介護老人施設をＣＬＴ告示仕様（ルート
1）、大版架構形式にて計画しＣＬＴ告示の
設計実証を行った。大版架構形式での部
材ピース数低減の実証を行いＣＬＴ製造コ
スト・施工コストの低コスト化を実証すると
共に、大版パネル計画により増加するで
あろう運搬コストについても、効率的な積
み荷計画、輸送計画を立案し汎用性、低
コスト性を検討した。

熊本県八
代郡氷川
町

用途：介護老人保健施設
構造：CLTﾊﾟﾈﾙ工法（ﾙｰﾄ1）
階数：平屋建て
延べ面積：2204.98㎡
（全体延べ面積：8893.6㎡）
工事種別：新築
竣工年月：H30.2

・大版パネルと小幅パネルを比較、
部材ピース数低減計画の立案とそ
れに伴うCLT 製造コスト・施工コスト
の削減について検討した。
・大版パネルの比率が増えることに
よって、コストは下がる方向に向か
う事が確認できた。

株式会社　太宏設計事
務所
河野 豊
TEL：096-380-9111

14 （個人）
株式会社吉高綜合設計
代表取締役　吉高 久人

大分市中島東集合住宅
モデルプロジェクトの設
計実証

設計 CLT

構造体、
部位・部
品（間仕
切壁、階
段床）

共同住宅の新築工事（枠組壁工法、準耐
火構造）においてCLTを床材全般、階段
床、一部の非耐力間仕切壁に使用した設
計を実証した。床CLT表し仕上による遮音
性、振動の影響及びパネル割付寸法と表
面塗装、輸送形態等の汎用性、低コスト
化についても検討した。

大分県大
分市

用途：共同住宅
構造：枠組壁工法（CLT床）
階数：3階建て
延べ面積：551.25㎡
工事種別：新築
竣工年月：H31.12（予定）

・共同住宅で要求される遮音性能に
ついて、CLT床版を構造躯体とした
場合の仕様を検討した。
・大分県産材日田杉をたて枠材や
CLTラミナとして使用することを検証
した。併せてCLTの経済的な割付け
をスパン割りと輸送方法の両面で
検討した。

株式会社吉高綜合設計
東京事務所
清水 良宣
TEL：03-6278-7997

15
三菱地所株式会社
執行役社長　杉山 博孝

株式会社日建設計
代表取締役社長
亀井 忠夫

下地島空港旅客ターミ
ナルビル新築工事の実
証事業

設計、性
能

CLT 構造体

屋根構造をCLTの併用構造としてルート３
で設計した。CLTの接合部データ、重ね梁
形式の２方向屋根のクリープ性状を実験
により構造特性値を確認した。また、実施
設計で汎用性、低コスト性、工期短縮を検
討した。

沖縄県宮
古島市

用途：航空旅客取扱施設
構造：RC造＋CLTフラットスラブ
屋根＋CLT壁（ﾙｰﾄ3）
階数：平屋建て
延べ面積：11974.13㎡
工事種別：新築
竣工年月：H31.3（予定）

・従来構造壁で使われていたCLT
を屋根に利用することで、断熱、防
水の仕様などの先進事例となった。
・CLT 接合部の仕様を、汎用性を念
頭に試験・検討し、その過程を取り
まとめた。

株式会社日建設計　設
計部門　設計部
小泉 賢信
TEL：03-5226-3030

-
 8

 -



１．３．２ 現地調査 

 各実証事業について、建設地や性能試験場所において検討委員会委員および事務局が現地

調査を行った。委員所見について表 1.3.2の No.1～15に示す。 
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１．３．３ 専門家派遣 

 協議会運営者は、実証事業の実施にあたり、技術的内容について専門家（以下「専門家委

員」という。）の指導を受けることができるものとした。平成 29年度における委嘱専門家を

表 1.3.3に、派遣実績を表 1.3.4に示す。本事業単独の派遣実績は平成 28 年度分を含めて

23件である。 

 

表 1.3.3  CLTを活用した建築物等実証事業 専門家委員会 

番号 氏名 所属 肩書 専門 

1 小原 勝彦 岐阜県立森林文化アカデミー 准教授 木質構造 

2 腰原 幹雄 東京大学生産技術研究所 教授 木質構造 

3 塩崎 征男 一般社団法人 日本 CLT協会 技術部長 CLT 材料 

4 濱田 幸雄 日本大学工学部建築学科 教授 建築音響 

5 安村 基 静岡大学学術院 農学領域 教授 木質材料 

6 稲山 正弘 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 木質構造 

7 五十田 博 京都大学生存圏研究所 教授 木質構造 

8 近本 智行 立命館大学理工学部建築都市デザイン学科 教授 建築環境 

9 大橋 好光 東京都市大学工学部建築学科 教授 木質構造 

10 安井 昇 桜設計集団一級建築士事務所 代表 防耐火 

11 田中 圭 大分大学理工学部創生工学科 建築コース 准教授 木質構造 

12 富来 礼次 大分大学理工学部創生工学科 建築コース 准教授 建築音響 
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開催日 実施者（協議会運営者含む） 事業年度区分 派遣場所 専門家委員

平成29年2月23日 弁護士法人匠総合法律事務所 H28補正 愛知県名古屋市 小原　勝彦

平成29年2月27日 藤寿産業株式会社 H28補正 福島県郡山市 腰原　幹雄 塩崎　征男

平成29年3月14日 藤寿産業株式会社 H28補正 福島県郡山市 腰原　幹雄 濱田　幸雄

平成29年4月6日 弁護士法人匠総合法律事務所 H28補正 岐阜県美濃市 小原　勝彦

平成29年4月12日 株式会社日建設計 H28補正 東京都千代田区 安村　基 稲山　正弘

平成29年5月12日 弁護士法人匠総合法律事務所 H28補正 岐阜県美濃市 小原　勝彦

平成29年5月31日 弁護士法人匠総合法律事務所 H28補正 岐阜県岐阜市 小原　勝彦

平成29年6月16日 株式会社地域計画建築研究所 H28補正 兵庫県神戸市 五十田　博

平成29年7月8日 株式会社日建設計 H28補正 鹿児島県肝属郡 安村　基 稲山　正弘

平成29年7月24日 弁護士法人匠総合法律事務所 H28補正 名古屋市中村区 小原　勝彦

平成29年8月1日 株式会社地域計画建築研究所 H28補正 兵庫県神戸市 五十田　博 近本　智行

平成29年8月10日 株式会社竹中工務店東北支店 H28補正 東京都江東区 五十田　博

平成29年8月25日 株式会社竹中工務店東北支店 H28補正 千葉県印西市 五十田　博

平成29年9月20日 株式会社竹中工務店東北支店 H28補正 東京都江東区 五十田　博

平成29年10月28日 阿部建設株式会社 H29 愛知県名古屋市 大橋　好光

平成29年11月15日 弁護士法人匠総合法律事務所 H28補正 岐阜県美濃市 小原　勝彦

平成29年11月21日 一般社団法人YUCACOシステム研究会 H28補正 福井県坂井市 塩崎　征男

平成29年11月25日 阿部建設株式会社 H29 愛知県名古屋市 安井　昇

平成29年11月29日 藤寿産業株式会社 H28補正 福島県郡山市 腰原　幹雄 塩崎　征男 濱田　幸雄

平成29年12月6日 ライフデザイン・カバヤ株式会社 H28補正 京都府宇治市 五十田　博

平成29年12月6日 株式会社吉高綜合設計 H28補正 大分県大分市 田中　圭 富来　礼次

平成29年12月11日 弁護士法人匠総合法律事務所 H28補正 千葉県南房総市 小原　勝彦

平成30年1月11日 株式会社吉高綜合設計 H28補正 大分県大分市 田中　圭

平成30年2月15日 株式会社地域計画建築研究所 H28補正 大阪府大阪市 五十田　博 近本　智行

平成30年2月28日 株式会社吉高綜合設計 H28補正 大分県大分市 田中　圭 富来　礼次

表1.3.4　専門家派遣実績

- 19 -

１．３．３ 専門家派遣 

 協議会運営者は、実証事業の実施にあたり、技術的内容について専門家（以下「専門家委

員」という。）の指導を受けることができるものとした。平成 29年度における委嘱専門家を

表 1.3.3に、派遣実績を表 1.3.4に示す。本事業単独の派遣実績は平成 28 年度分を含めて

23 件である。 

 

表 1.3.3  CLTを活用した建築物等実証事業 専門家委員会 

番号 氏名 所属 肩書 専門 
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5 安村 基 静岡大学学術院 農学領域 教授 木質材料 

6 稲山 正弘 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 木質構造 

7 五十田 博 京都大学生存圏研究所 教授 木質構造 

8 近本 智行 立命館大学理工学部建築都市デザイン学科 教授 建築環境 

9 大橋 好光 東京都市大学工学部建築学科 教授 木質構造 

10 安井 昇 桜設計集団一級建築士事務所 代表 防耐火 

11 田中 圭 大分大学理工学部創生工学科 建築コース 准教授 木質構造 

12 富来 礼次 大分大学理工学部創生工学科 建築コース 准教授 建築音響 
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１．３．４ 各実証事業の講評とまとめ 

 本年度実施した 15 件について、平成 30 年 3 月 2日に行った第 4 回検討委員会で講評を行

った。委員から出された意見等を以下に記す。 

 

【28 補正-1】（株）三菱地所設計（（株）竹中工務店） 

・検討がよくなされており、意欲的である。 

・床の曲げ変形によってクラックが生じ耐火性能に影響を与えるため、構造設計と併せた慎

重な検討が必要である。 

・ディテールが比較的複雑であり、プロトタイプとなるにはコストの点で心配がある。 

・設計を進めるに応じて試験の内容も変わってくるが、防耐火の大臣認定に時間がかかる場

合、設計の制約にならないかとの懸念もある。 

 

【28 補正-2】（株）平吹設計事務所 

・接合部が多い仕様となっているので不合理とも取れる。接合部を減らす工夫をしてはどう

か。 

 

【28 補正-3】医療法人社団三成会（藤寿産業（株）） 

・CLT 床を部分的に採用した理由については、大判の CLT を有効活用するため、オープンなス

ペースで長スパンとなる箇所に CLT を使用していると思われる。 

 

【28 補正-4】エーユーエム構造設計（株）（（株）まちもり） 

・S造ラーメン構造に CLT 床を採用するため各種要素試験、面内せん断試験を実施している。 

・鉄骨と CLT との混構造となるため、職種の異なる建て方計画や現場と設計との連携を十分

に行うことが重要である。 

 

【28 補正-5】（株）匠パートナーズ（弁護士法人匠総合法律事務所） 

・アンカーボルトの施工精度を向上させるための工夫として、固定冶具を作製していた。こ

のような工夫は他社でも様々なものが行われており、今後の参考のために集めていくとよい。 

・金物の干渉を避けるため、内部に設けられている CLT 壁パネルはパネル間に隙間を設けて

いるが、これにより施工誤差を吸収している。 

 

【28 補正-6】(有)シンタニ（一級建築士事務所平井政俊建築設計事務所） 

・今回のような特殊な構造を試みた住宅の場合、施主との関係、打合せが特に重要である。 

・構造設計に際し 3 次元構造解析を行っており、意欲的である。 

・現場では建て方を進めながら、途中で足場を何回か組み直す必要があると思うが、施工は

足場業者が行っており、合理的な施工体制と言えた。 

 

【28 補正-7】（株）中東（イエコロ、（株）SALHAUS） 
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・同規模の集成材による既存工場があり、これとの施工性や使用感の比較が可能である。 

・防耐火上の対策、法規上の防耐火関連の扱いについての課題や解決法を報告書に記載して

もらうと参考になる。 

 

【28補正-8】松栄建設（株） 

・接合部の仕様を 2 種類検討して施工性等を比較しているなど複数の試みがなされている。 

・CLTを壁に用いる場合外断熱とすることが多いが、福井県の気候条件から、この建物では内

断熱としている。 

・温熱環境データを詳細に取ろうというのがこの事業の特徴である。 

 

【28補正-9】なかむら建設（株）（松阪木材（株）） 

・三重県の U邸などで CLT の使用実績のある会社の事務所である。 

・3 層 3 プライ、60mm 厚の薄い CLT を在来構法の壁に採用し、壁倍率の大臣認定取得を目指

しているのが特徴。 

・一部の CLTには表面ラミナに県産ヒノキを使用して意匠性を上げるなどの工夫をしている。 

 

【28補正-10】兵庫県森林組合連合会（（株）地域計画建築研究所） 

・今回の建築物の実施設計・施工のプロポーザルに参加する条件として勉強会への参加を義

務付けており、CLTの普及や担い手を育てるためには、良いプロセスであると感じた。 

・CLTパネル工法、CLT部分利用と複数の方面から検討を行っており、検討過程は他者の参考

になるのではないか。 

 

【28補正-11】ライフデザイン・カバヤ（株） 

・鉄骨梁の上に CLT 床パネルの接合について、CLT 床に先孔を設け、鉄骨梁に設けたスタッド

にはめ込みエポキシ樹脂を充填させる工法としているが、手間がかかったようである。採用

理由や改善策などについても触れてもらえるとよい。 

・熱膨張率の異なる鉄骨と木材を構造体とした建築物であるが、それに起因する事象につい

て経年変化を報告して欲しい。 

 

【28補正-12】社会福祉法人光志福祉会（島田治男建築設計事務所） 

・1階 RC部分と 2階 CLT 部分の環境性能の違いについてデータが取れると良い。 

・1階を RC造とし、2～3階を CLT パネル工法とする事例は今後増えるのではないか。 

・2 階床は RC としているが、CLT または在来構法による床組とすることも考えられるのでは

ないか。 

 

【28補正-13】社会福祉法人代医会（（株）太宏設計事務所） 

・ルート 1 で設計しているためか、接合金物が多い印象であった。金物周辺は金物自体の熱

橋や引きボルトの開口による熱ロスや結露の恐れもあるので注意した方がよい。 
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・規模的に準耐火構造の防火壁による区画が必要となるが、耐火構造の通路によって区画し、

別棟扱いとしている。 

【28 補正-14】（個人）（（株）吉高綜合設計） 

・この事業では共同住宅においても遜色のない遮音性能の確保について苦労したようだが、

別事業において取得している遮音性能試験では、2×4 工法に比べて CLTパネル工法の方が性

能が良かったというデータも出てきている。 

【28補正-15】三菱地所（株）（（株）日建設計） 

・CLT屋根として検討した縦継ぎ・二枚合わせした CLT フラットスラブは、今回のような離島

への輸送と現場施工を考慮した、小幅パネルの大判化に有用な技術であり、今後の施工の省

力化、短時間化が望まれる。 
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１．４ 成果報告の構成について 

 次項より、各実施者において作成した成果報告を掲載する。成果報告は表 1.4.1 の構成から

成る。 
 
表 1.4.1 成果報告の構成 
項目 内 容 様 式 
１ 建築物の仕様一覧 建築物の概要、CLT 等の仕様、仕

上、構造、防耐火、施工、工程、体

制について記載。 

指定様式 1 ページ（表

1.4.2） 

２ 実証事業の概要 事業で取り組んだ建築物の概要、

実施体制、実証方法、成果等を簡潔

にまとめたもの。 

指定様式 4 ページ（成

果報告会配布資料と

同じ） 
３ 成果物 試験結果、設計図面、設計手引き、

施工レポート 等、それぞれの事

業で取り組むこととしたものの具

体例。 

任意様式 

 
  

- 23 -

・規模的に準耐火構造の防火壁による区画が必要となるが、耐火構造の通路によって区画し、

別棟扱いとしている。 

 

【28 補正-14】吉高久人（（株）吉高綜合設計） 

・この事業では共同住宅においても遜色のない遮音性能の確保について苦労したようだが、

別事業において取得している遮音性能試験では、2×4 工法に比べて CLTパネル工法の方が性

能が良かったというデータも出てきている。 

 

【28 補正-15】三菱地所（株）（（株）日建設計） 

・CLT 屋根として検討した縦継ぎ・二枚合わせした CLT フラットスラブは、今回のような離島

への輸送と現場施工を考慮した、小幅パネルの大判化に有用な技術であり、今後の施工の省

力化、短時間化が望まれる。 
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表1.4.2　建築物の概要

１階
２階
３階

寸法
ラミナ構成
強度区分
樹種
寸法
ラミナ構成
強度区分
樹種
寸法
ラミナ構成
強度区分
樹種

屋根
外壁

開口部

界壁
間仕切り壁

床

天井

屋根（又は天井）

外壁

床

ＣＬＴ躯体施工期間

ラミナ供給者

工
程

設計期間
施工期間

竣工（予定）年月日

体
制

発注者
設計者（複数の場合はそれぞれ役割を記載）
構造設計者
施工者
ＣＬＴ供給者

温
熱

建築物省エネ法の該当有無

温熱環境確保に関する課題と解決策

主な断熱仕様
（断熱材の種
類・厚さ）

施
工

遮音性確保に関する課題と解決策
建て方における課題と解決策
給排水・電気配線設置上の工夫
劣化対策

構
造

構造計算ルート
接合方法
最大スパン

問題点・課題とその解決策

防
耐
火

防火上の地域区分

耐火建築物等の要件
本建築物の防耐火仕様

問題点・課題とその解決策

屋根パネル

木
材

主な使用部位（CLT以外の構造材）

木材使用量（㎥）※構造材、羽柄材、下地材、
仕上材等とし、CLT以外とする

仕
上

主な外部仕上

主な内部仕上

軒高（ｍ）
敷地面積（㎡）
建築面積（㎡）
延べ面積（㎡）

階別面積

Ｃ
Ｌ
Ｔ
の
仕
様

ＣＬＴ採用部位
ＣＬＴ使用量（㎥）

壁パネル

床パネル

事業名 ○○施設の新築工事
実施者（担当者）

建
築
物
の
概
要

用途
建設地
構造・工法
階数
高さ（ｍ）
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